
４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２９年度

 
指標

 
指標

監査事務局に技術系の職員がいない場合は、工事監査を当市と同じように委託しているケースもある。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 46 45 59 264 合計 58,644 円
委託料 58,644 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 46 45 59 264

職員人件費　② 566 666 704 749

総事業費（①＋②） 612 711 763 1,013

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0

２８年度以降の事業費見込 0
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∧
　
　
実
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∨

平成

Ｐ
　

２

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

７

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

年

業
　
概
　
要

総合計画
分

度

野 計画推進

基本施策 行

（

政経営
施策体系

施策の

平

内容 健全な財政運営

目

成

　
　
　
的

　監査内容に

２

応じた各分野の専門知

６

識を聴取

主
た
る
内
容

　

年

行政監査や住民監査請

度

求の際、弁護士、税
し

評

、各種監査を補い充実

価

を図る。 理士等から専

）

門的意見を聴取する。

刈

また、工
事監査として

谷

専門技術士に業務委託

市

する。

位
置
づ
け

関連計

事

画  

根拠法令 地方自治

務

法第199条

対象者 市

事

職員 事業期間 平成１５

業

年度 ～

実施方法 □直営

評

　■委託　□指定管理

価

　□補助・助成　□そ

シ

の他

ート （様式１）

会

Ｂ
　
事
　
業
　

計

実
　
績

２４年度実績 ２

名

５年度実績 ２６年度実

担

績 ２７年度計画

亀城公

当

園整備工事に関する工

部

公共下水道雨水幹線整

監

備工事 夢と学びの科学

査

体験館整備改 工事監査

事

に留まらず、監査委
事

務

監査を実施した。 （吹

局

戸川第19－3号　第

一

2工区)修工事に関す

般

る工事監査を実 員が行

会

う監査全般について、

計

に関する工事監査を実

随

施した｡施した。 弁護

時

士や会計士といった専

監

門
知識を有する者へ業

査

務委託す
ることも考慮

事

する。

該当工事に関す

業

る専門知識を有する技

担

術士に工事の設計、施

当

工、現場管理等の調査

課

を依頼し、施工時の問

監

題点の有無や、

成果
今

査

後注意すべき点などを

事

調査報告書としてまと

務

め、提出を受けた。ま

局

た、監査委員は、この

款

結果を公表し、市長及

項

び議長

へ報告した。

工

目

事監査については平成

担

15年度より実施して

当

きたが、これまでに工

係

事発注課は大半、1回

監

以上対象となったこと

査

や、大規

模工事が減少

係

傾向にあることなどか

2

ら、監査業務全般に対

6

象を広げて専門家に調

1

査を依頼することで、監査業務の充実に
課題

繋げたい。

指標名称（単位）
実績値 目標値

２



２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 44 139 245 283 合計 244,560 円
旅費 175,920 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 負担金、補助及び
交付金 68,640 円

一般財源 44 139 245 283

職員人件費　② 637 631 634 674

総事業費（①＋②） 681 770 879 957

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２６年度特定財源名称

２６年度までの累積事業費 0

２８年度以降の事業費見込 0
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∧
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∨
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∧
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計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

年

業
　
概
　
要

総合計画
分

度

野 計画推進

基本施策 行

（

政経営
施策体系

施策の

平

内容 健全な財政運営

目

成

　
　
　
的

　監査委員及

２

び補助職員の見識を高

６

め、監査

主
た
る
内
容

　

年

監査事務遂行上必要な

度

知識と能力を習得す
事

評

務の充実向上を図る。

価

るための研修に出席す

）

る。

位
置
づ
け

関連計画

刈

 

根拠法令  

対象者 監

谷

査委員及び補助職員 事

市

業期間 ～

実施方法 □直

事

営　■委託　□指定管

務

理　□補助・助成　□

事

その他

業評価シート （様

Ｂ
　
事
　
業

式

　
実
　
績

２４年度実績

１

２５年度実績 ２６年度

）

実績 ２７年度計画

・東

会

海地区研修会 ・東海地

計

区研修会 ・東海地区研

名

修会 ・東海地区研修会

担

 （大垣市）  1人

当

 （春日井市）2人  

部

（鈴鹿市）2人  （沼

監

津市）2人
・三地区研

査

修会 ・三地区研修会 ・

事

三地区研修会 ・三地区

務

研修会
 （名古屋市）

局

1人  （奈良市）　2

一

人  （福井市）　2人

般

 （高山市）　2人
・

会

自主研修   1人 ・

計

自主研修   1人 ・

委

自主研修   2人 ・

員

自主研修   2人

監

研

査委員制度の円滑な運

修

営が図られている。

成

事

果

監査委員のスケジュ

業

ール等により、予定し

担

ていた研修のすべてを

当

実施できていない。

課

課

題

指標名称（単位）
実

監

績値 目標値

２４年度 ２

査

５年度 ２６年度 ２７年

事

度 ２９年度

活動 監査委

務

員の出席率（％） 50

局

.0 83.3 100.

款

0 100.0 100.

項

0
指標

 
指標

地区別の

目

研修には、他市のほと

担

んどの監査委員が出席

当

している。
他市との
比

係

較検証

監査係

2 6 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円


